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'都 市 伝 ,統 部 門 」 お よ び 「農 村 部 門 」 の モ デ ル

- 二部門経済発展理論の修正のために.

居 泰 彦

はじめに

この研究ノートは，最近に至るまで経済発展班究の 

つの主流をばなしてきた！■ 二部門経済発展理論j 

(dualistic economic development theory)の誤譲を 

修正して，現実的な説明力のある理論を構成しようと 

する試みの部である。I I文の前半では，この分野の 

研究の系譜をレビューする。後半では，低開発国の労 

働市場の特徵をとらえるための基本的なモデルの溝想 

.を示す。このモデルは，本論文の前半でレビューす'る 

多数の实証研究を通じて提出された事実と，私自身が 

プジアの低開発諸国の実証研梵を通じて確かめてきた 

事柄とをもとに構成したものである。特に，私は，こ 

のモデルを通じて，従来の農工間労働移動理論が，叢 

村部門からの労働力排出メ力ュズムの理解において誤 

譲を含んでいたこと強調したい。そして従来所得格 

差説や最媒生存費均衡説による農村労働力排出理論に 

代わる説明仮説としてrエンクロージャー仮説J, 又は 

耕作権喪失仮説j と私が呼ぶ新しV、仮説が重耍であネ 

ことを主張したい。 '

この小論をあえて「研究ノートJ の段階に止めたの 

は，私の rエンクロージャー仮説J 又は r耕fけfg喪失

仮説J を主張するには，まだ，多くの実地調在の積み1 * 1 二部門経済発展理論の誤譲—— 耍約-

重ねが必要だと考えるからセある。擎者き身，との仮 

読を確めるために，タイについて若すの現地調査を重 

わて，との仮説の必要性と妥当性についてある程度の 

確信を得てほいるが，をれは，依然として宠分なもの 

ではない

こめ小論をr研究/一 トJ に止めたも—"̂：>の殖由 

は，後述のモデルにおいて,.労働需給の均衡の様子に 

ついて詳細な理論モテ化をするととをあえズさけて 

いるからである。従来の理赢モデル構成の作法に従っ 

て労働市場の理モデルを作ってみることはたやすい。 

しかし，それは, 結局のと‘ころ處構にすぎない。特に, 

低開発諸国の農村部門，都市伝統部門については,未 

知の事柄が多すぎる。これらの労働市場について何等 

かのモデルを用意する目的と意義があるとすれば，こ 

れらの労働市場をモデルで說明したつもりになって終 

りにしようというのではなく，その卖態を調べていく 

為の基本的な7 レーム. ワ一クをチデルの形でま現し 

ておこうということである。そのような意味:におい 

て，との小論の意義を理解していただけれぱ幸いであ

.部門経済発展理論の系譜と'誤識

この小論は，雜者等が行っている経済発展则究会の研究成果の一.部である。特に同研究会の深作寓一郎，原田昇雨氏の 

協力にA うところが大きい。研究室の古®?剛君は文の作成に贵laな時問をさいて協力しでくれた。®填な資料盤®Iは高 

抜な紀子，梅(リ有紀子雨肺の御協力を得た。これらの方々 の御協力に1心から悠謝する。

この小論の机案に対しては* 多くの力々の御批制を®いた。小馬思一郎教授（族應義盤大学)，安揚保古教授（京都大 

学束泡アジア研究センクー）はこの小論の後举部分について詳細な批評をレて下さった。Ei沢嶽郞ofoK大学)，山H1ニ 

郎 （束ガC大学)，秋野正勝（束京大学)，堵高燈之助（一橋大学）等の諸教授はTEA研究会,，IDC研究会等で貴重なコメ 

ントを寄せられた。これらの方々に心から感謝する。

私と链济発展则究会とは，との速の研究について財旧法人[1!際文化会航に大変お世話になった。南条宰敬氏,西 阪  

おI见をはじめ同会飾の後さんに心から御礼をホ上げたい& との私共の一迪め则究は，慶Si義盤福沢墓金から研9セ助成 
(旧和52キこ度）を受けた。との小論は,ネの:/ロジカタトの成架の一部である。 ■
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I■都市伝統部門Jおよびr長村部門Jのモデル

経済究展研免にほ幾つかの大きな流れがあるが , 

r工業化 j 现象の现論的実証的分析はもっぱら二部門経 

済発展理論を中心に行われてきた。二部門経済発展理 

論ぱゎ r農工間労働移動理論j とも呼ぱれるように，伝 

統的農業部門の低所得労働力が近代工業に吸収される 

現象を産業構造変化の中心的な現象と考えてこの仕組 

み を 解 明 し よ う と し て き t こでは，ニ:部門経済発 

展理論の歷おにまでさかのぼってレヴューすることは 

省略するが，プダム，スミス以来の二部門発展観，ル 

ウィス, ラュス.プCCイ, ジョルゲンソン等の二部門 

発展モデル，およびそれらをめぐる諸論争については， 

拙 稿 〔33〕, 〔34〕， および石川〔15〕に詳しい解説が 

ぁる。

二部門経済発展理論の基本的な考え方は，次の2点 

に頃約でぎる。

⑤二部門経済発展理論は，発展上の経済を最低 

生存費並みの低所得が成立している在来部門(農業部門) 

と近代産業の企業行動原理が成立していろ先進部門 

(工業部門）の二部門概金で把える，デa アリズムの理 

論である。

⑧ .廣業部門は，その低所得の故に，エP 部門に对 

して無制限労働供給を行うという特質を持っており, 

そウおかげで工業部門はかなりの長期問にわたって低 

賞金®用を享受することができると考えられている。 

また，その結果，資本蓄费とそれによる成長が可能と 

なり,雇用はますます拡大して農業からの労働力め吸 

収 （農工間労働移動) は確実に進むと考えている。

とのような理解の仕方は，工業化を理解するナこめの 

基本的な理論であるん考えられてきたが，アジ7 , ア 

フリ力，中南米等の低開発諾国の現実に照らしてみる 

と, 幾つかの基本的なま実誤認をおかしていた。これ 

らの理論の多くは，ラ ス . フa：イの研究に典型的に 

みられるように，戦前期の.日本や独☆：直後のインド等 

のかなり偏った観察をもとにしていた。日本もインド 

も工業化前期から精度の高い統計資料が得られる数少 

ない国であるために，しばしぱ，アジアの低開発経済 

の実誠研究の料象とな：ったが,日本ほ決してアジアの 

典型ではあり得ない。研究者によって若-での览解の差 

異はあるが，明治20年代には，すでに,クズネッツの 

意味におけるr近代経済成長J の局面に入り、始めてい 

たとみてよい。二部["j経済発展理論の誤r逮の多くは， 

日本のような国を観察してr ジアを観察したつもりに 

なっていすこところに大ガの原因がある。

二部門経済発展31論のに含まれる誤譲については ,

早くから指摘がされていたが，当初ははとんど省みら 

れなかった。最近になって, 低開ぎ§諸国の工業化の遅 

れと，わずかぱかりの工業化に伴うさまざまの弊省が 

深刻化する事態に直面して, 二部rう経済堯論に墙 

拠する工業化理論€>欠略が改めてとり上けられるよう 

になってきた。今日までに提出された二部門経済発展 

理論の批判や問題点の指摘を耍約すると, ★ の6点が 

あげられる。

(1》 r農業部門から工業部門J への労働力移動は， 

二部門経済発展理論が想定したはどには起っていない。 

まかに，低開発諸国でほ大量の労働移動が起ってほい 

るが，‘その大部分は近代工業に吸収されるのではなく，

r農村から都市へj の人口移動である。

( 2 )近代工業部門の雇用吸収力は，二部門経済発展 

理論が想定したよりはほるかに小さい。二部門発展域 

論は，近代工業の雇用停滞現象を庭落していた。

( 3 )低開発経济では大量の過剰労働力が存;Siし,そ 

の中にあって近代工業の労働需要は前述の通り小さい 

のに，近代:C業は必要な労働力を満足に調達できず， 

賞金率もかなりの速度で上昇する。二部門発展理論 

この現象について説明力を欠いている。

(4)(1)で述べた人口の都市集中は•,「都市伝統部 

(urban traditional sector)と呼ぱれる巨大な都市貧- 

困部門を形成する。従来の理論は，この問題を見落し 

ていたために，移動人ロはすべて工業部門に吸収され 

ると誤認した。

( 5 )従来の理論は，農村労働力の離村理まを工業部 

門との所得格差や最低生存費原理に求めてきたが，’農 

村部門にはもっと重耍な人口排出メカュズムが在在す 

る。それは，私がTiJt作権喪失仮説/ 文は，rエンク 

ロージャ一仮説j と呼ぶ原理である。 ‘

( 6 )従来の理論では，農村部門はかなりの速度‘で縮 

小するとみていたが，それは誤りである。廣村部で 

は, 農業以外に，在来的商業サービス業活動が大きな 

労働吸収力を持っている。従来の二部r i発展.逝論も, 

最近までに示された新たな修正理i rも，はとんどこの 

3jf実を無視している。

し2 r農工間労働移動j と(■農村. 都市間労働移動j 

およびr都市伝統部門j の存在

前節(1)で耍約したように，二部門経清発展理論が

r廣エ間労働移勘j (agricultufe-nianufactiu'ing' mi­

gration) とみなしていfc大量の人t：l移動のはとんど 

は, ‘ 樊は, f i l忖 • 都市間労働移励j (rural-urban

1 2 1 (661)
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migration)ゃある。都市に流入した人P tt,低開発国 

に固有のI*都市伝統部門J (urban traditional sector) 

又は「都市在来部門J'. (urban indegenous sector)と呼 

ぱれる大規模な低所得部門fc吸収されでいるのが実態 

である。都市伝統的部門は，零細な路上*ち売りゃ女 

中 . 下働き等を合む,先進国の標準赚業分類では表現 

し切れな、雑多な職樂の混合体であるな都市伝統部門 

の所得水準は，農村部門の最低度存費並みの所得水準 

と同糖度に低、。それにもかかわらず大量の人口がそ 

こへ流入するのは，そこが農村と違って，土地を持た 

なくても生存を許され，伝統的な制度の拘束から自由 

であり得る填だからである。この2つの条件は，低開 

発諸国では，人々の生存にとって必須の条件である。

ま者は, 拙稿〔35；]において，と>1>らのことを示す幾 

つかの観察事実を示した。築者の観察はタイ国に関す 

るものであったが，同様の経験的事実ほ，アジア，ア 

フリカ, 中南来にわたって広くみられる。以下，代表 

的な研究を倚単にレビュ" しておとう。

ルウィス.ラニス型め理論に対して最初に疑間を投 

げかけ.ナこめはオーシャ〔24〕である。彼は，アジアの 

;き剰労働力の大部分は，工業でほ:i  く都市のまl i i i / i、 

売業に就業していることを初めて指摘したが,その指 

摘はあまり省られなかった。レイノルズ〔26：1は，19 

50年から60年に;6、けてのプュルトリコの観察をもとに， 

低開発国の過剰労{勤力はほとんど近代工業に吸収され 

ずに，都市の零細就業機会群（informal sector) に吸 

収されていることを指摘した。

アプリカ諾国については，農村.都市問労働移動の 

研究が最も盛んに行われた。キャルドゥュル〔'5〕は， 

ガーナ全域にわたる調查の結果，労働移動の大部分が 

「農村• 都市間労働移動Jであることをつきとめた。ト 

ダ 〔32〕はケユアについて , ジョンソン〔17〕はロ一 

デシアについて, ヘイヤー〔13〕はケニ Tについて , 

ビールズ •.レケイ♦モーゼス〔3〕はガーナについて ,

労働移動が農村部門から都市伝紘部門へ, 次いでその 

一部が都市伝統部門がら近代工業へと移励する傾向が 

あることを観寒した。

アフリ力の都市伝統部門の特性については,ナイト 

G 8〕.がガーナについて, ルクィス〔20〕,ジユジユ.マ 

オ .オリマラ''̂ ド〔6〕がナイジリアに'0 いて，：ルー 

ルケ，サキギェナ〔27〕がガーナについて,トダロ〔32〕 

がヶユアについて観察を行い，都市の工業資金が上界 

する中で都市伝統部門のぎ細産業の貧金は上界せず， 

廣村の最低生存費貧金とはとんど同水•単の低さである

ととを確認している。

中南米諸国については，ウィジチ〔3のがペルーと 

メキシコについて，ペア一.ハープ〔2〕は中南米数 

力国について，ヘリック〔I2〕はチリr ついて観察を 

行い，いずれも労働力は工業部門よりも都市貧困部門 

に吸収されていることを報告している。

アジア諸国は，アフリカ，中南米にくらべて国情力*、 

多様であるすこめに, 観察者によつて結論も多様である。 

ホー〔14) は台湾についてやはり都市貧困部門への労 

働移動が多いと報告しているが，スペア〔29〕は同じ 

台湾について, 都市への移励の多ぐは■再び農村に炭る 

傾向があることを指}^している。労働移動の逆流現象 

又は途中の中小都市への滞留現象は,インドネシアで 

はスハルソ〔30〕，イス力.ンダール〔16〕がますこ韓国に 

ついては深作〔8〕が同様の値向を観察している。擎 

者 〔35〕はタイについて都市への人口移勤量を推計し， 

そのはとんどは近代工業ではなく，都市伝統部門ぺの 

流入て*あるととを確かめた6 また, スコーヴィル〔28) 

は，アフガンスタンのような近代工業が皆無の国でも 

都市への人口移動が見られることを報告している。 .

このような，多数のm察事実から, 労働力は，農村 

部門から都市伝絲部門へ，更にその一部が都m伝統部 

門から近代工業部門べと，ニ段階の移動をしていると 

V、う認識が次第に定着するようになった。この様子は, 

トタロ〔31〕, ハリス..トダロ '〔10〕， , タヤ1) 一 • アイ 

ヒャー〔4〕， フィールズ〔9〕等によってをデル化さ 

れている。

ますこ，都市伝統部門の特性についても，バウア.イ 

- ミー〔I 〕，.マズムダレル〔21 )原〔11〕，.筆者〔35〕 

等をはじめ多くの研3̂ が̂行われているが，ここでは詳 

細は割愛する。

1 .3" 離村の理由.---耕^作権喪失彼説~一

以上にレビューした多くの研究を通じて，農村労働

力の離村理由は，農業所得が低いことに求められてき 

すこ。たとえぱ, ルクィス♦ラニス型迪論では，農業の 

1人当り所得が最低生存費水準にあること自体が離村 

の理由であったし* トダロ理論では,都市の長期期待 

所得と倏村のそれとの格差が離村の现Ctlとされている。

たしかに,低開発諸国の農村部門における所得水準 

は低い。鶴者も, これか離'村の主廣因の一 *つである-こ 

とを認めるものであるが, 筆者は，この他にもう一*ゥ 

のB!要な理由があると考えている。 ’

摩者〔35〕はタイり各地の調查を通じてr 農民が村

122 (662) -~



r都市伝統部門jおよび「農村部門jのモデル

を離れて都市伝統部へ向うのは，彼等が士地を耕す 

実質的な権限を失った時であることを観察した。たと 

え力Jり分け小作人や作男として最低生存費並みの低所 

得しか得られない場合でも，土地を耕すことが許され 

る服り村にとどまって, 都市へはほとんど流出しない。 

また，ま者め調査では，士地又は土地を耕すま質的な 

権利を失った者が都市伝統部n へ向うのは，そこが， 

士地を持ナ £̂なくても生活を営むことを許容される唯一 

のき所だ力、らであること力I うかがわれた。

タイの場合，中央平原から東北地方において土地の 

収想が進んでおり, 々は米とメイズの豊凶のたびに， 

地主や華商から借金をして土地を失,ゥていく。この過 

程は野中〔22；) , 〔23；3の研究に詳しい。また, 擎者〔35〕 

の計測によっても，都市伝統部門ぺの人ロ流入量が農 

村部門での作物収量や価きの変動と高い相関を示して 

いて，このことを裏付けている。

このような事妻認識は，まだ班究者の間に定着して 

おらず, 事実観察も少ない。しかしこれは農民離村の 

かなり重要な理由であると考えられるので，今後の研 

究が望まれる。筆者は, この理由を，rエンクロー ジ 

ャ一仮説J 又は •'耕作権喪失仮説j と呼んでおくこと 

にする。

2 . 三部門経済のモデル

2 .1 農村部門のメカニズム

以上で低開発経済を従来の二部門発展理論でとらえ 

ることがミスリーディングである幾つかの証拠☆みて 

きた。勿論, この小論り脑Mでは観察は決してあ分で 

ない。これから調べなければならない事柄は，あまり 

に多い。私は, この接，同じ方向で調査研究を進める 
上で一 つ の フ レ ー ム • ワ ー ク が必要であると考えて, 

それをモデルの形で記述することにしナこ。

モデルは，農村部都市在来部門 , 近代部門の3 

部門について構成する。ここでは, 3部門の就業構造 

の特を記述することfc窗意した。消費，貯蓄，資本 

蓄積等の実物的経済行動や，贸易，財政，金融等の侧 

面については，その機能と実態がはとんどわかってい 

ない段階でモデル化することを避けた。キデルの一部 

は卖測しつつある。また，モデルに基づく調まを進め 

つつあるが, . とれらについては稿を改めたい。

/

農村部門のモデルから始める。農村部門の労働力と 

都市在来部の労働力はと♦.ちらも生産の役人要素とし

ての属性だけで把えられる。しかし,すでに述べたよ 

うに，両者の違ぃはrit作することを許される土地と 

結びつぃてぃるか否力、j である。

農民が耕作の権限を失うとぃう事態はどのようにし 

て起るかは，必ずしも明らかでなV V タイのメイズ開 

塾地の収奪のケースにみられるような華商を中心とす 

る地主の土地収鸾の他にも，未分イ匕であった土地制庞 

に次第に所有の椒念が浸透してぃる問題，相続ど世帯 

分離の問題，農民の借金と担保の形態參，これから解 

明すべき問題は山積してぃる。こうした事項の解明の 

基本的フレーム. .ワークとして，次のようなモデルを 

構成する。

(農村部門人口）

/^1ニアん- 1 (1+びA  - M 乂び （2.1-り

農村人口 (Pa) は前年の人口 0?ん-1)が一定の靖 

加 率 （《ィ） で増加する一方， 都市在来部門への流m 

(Mau) によって減少する。 こ の 関 係 ほ 必 要 に じ  

て巧女別，年齢別の生命表等を含む精密な人口学的サ 

ププロックで置き換えられる6

(農村部門労博)力人口）

La = Pa t̂ A (2.1-2)

• 農村部門の労働力人口と就業人口は同•^視する。人 

ロ げA )の一定割合，すなわち有業率0«ス）に相当 

する部分が就業者である。f lAはかなり安定している 

とみてよぃ。

(自作農就業者）

Lf — Af X va (2,1-3)

自作農は持ってぃる土地（At) 'に一定割合 0̂ /1)の 

労 働 力 （ム/ ) を投入する。 ほ e 作農の最低生存費 

を支える最大限の労働力の吸収係数である。従って， 

これにあぶれた労働力は小作農となる。但し焼畑農業 

地帯のように開塾が可能な地城では耕地面糖{Af) が 

かなりプレキシプルであることを忘れてはならない。

(自作農の生産〉

Of ニP,xy% ニ (Lf
.(U

X y*A (2'レ4)

自作農の生産( 0 / )は，式(2‘1-3) 式で示した最大 

限の労働力吸収係数の仮定と見合って1人あたり最低 

生存費所得{v\)を与える◊

(地主農地の生産）:

Of ニ/■(■/!‘，Lf) . (2.1-5)

地主は土地（ん）に小作労働力i u )を找入して生 

産 （O f ) をあげる。地主地の生産性（Of/ふ《) は 

(2.1-4)式で仮定した最低生存費所得ひJ1) をはる

123 (5 63)
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かに上まわを。地主の土地で働く小作労働力（ム0 は 

次のように決まる0 

(小作労働力）

Lt={PA^LffiiA) y. fiA . (2.1-6)

すなわち，人口 CPハのうち自作農家人ロ 0W が>1) 

以外の全農村人口の一*定割合0/力は小作農として 

生きていかなけk ばならない。

(地主地の生産の分配）

Y t - O i  — n  I (2,1-7)

地主は収獲O fのうち小作料すなわち地生利潤(JIi) 

をとり，残りが小作の収入（F 0 となる。小作の所得 

は，生産性にすれぱY iIL tであるが，ま族も 

含めた一人あたり所得（>>1)は次のようになる。

(小作農家の一人あたり所得） 最征生存費均衡 

の場合

Yt
P X— LffnA

Va (2*1-8)

つまり（2.1-8)は，（2.1-7)地主の取り分（ZTj) 

ガ、、小作に最征 1̂£存費を厳制するように決められてい 

ることを示している。私は，アジアの農村の小作料の 

決定の理識的解釈としては西欧的な地代論よりはこの 

ような解釈の方がはるかに当すると考える。ところ 

で， (2.1-8) で表わした最低生存費均衡の場合より 

は，現実の事態はもっと悪、い。それは，次のような事 

熊である。 ■

(小作農家の一人あたり所得）……最低生存費以下 

の場合

YtVt < y*A (2.1-9)Pa — LflfXA

地主は小作廣の一人当り所得が最低生存費以下にな 

るように，生産水準, 商用水準，分配を決めている。 

このようなことが可能なのは，地主の土地供給が供給 

独占であるためである。 （2,1-9)の2/«はどのように 

決まるかは，今のところ全く不明であるから，J/1を外 

生的に扱うことにする。m く であるから，農民一 

人ぁすこりv t- y lだけのホ字が発生する。ホ兆的マルサ 

ス理論では,,この源字は餓死や人口の自然調節につな 

がるとされ:̂こが，アジアの廣村の現!)!では,地主から 

の借金ゆA )となる◊

(農民の地主からの借金）…..‘小作だけの場合 

Da= (Pa~WI/^a) X (v ,-vi) (2.1-10)

自作農も，凶作等の理山で借金を余傲なくされると 

すれぱ，次の式の方がよい。

.'(農民の地主からの借金）......自作も含む場合

A4= X (yt-yX)-\-LfliiA X (y/~y%)

(2.1-1り

地主は，t の借金に高率の利息（利率，グ）を課す。 

利息は通常，現物で課す。その元利合評が賤民の分節 

を上まわると，地主は士地を収奪する。収海される土 

地(ん40は自作農の返済可能額{pf-LffptA父yX) と 

小作の返済可能額XYt — (JPA-L^ftA) ぉよぴ

借金め元利合計（のん-iX (1+r)) の関数として次の 

ようにあらわす。 、,

(土地の収寒）

'ん4ニ / [{のん-iX (1+デ)} 一{0/ -  L fifu x y l}— 

{yA-{PA-~LflfiA)xy%}'\ (2.1-12) 

開I Iや焼畑農業による土地の伸縮がなければ地主の土 

地 （ん'）は増え，農民の士地（々 ）は減る。

(土地の再配分） .

ん ニん,-1 + /Lも (2.1-13V

(2.1-14)

との結果, 農民は離村を余儀なくされる。離村する 

襄民の数は，労働力人口べーズ(パパ）では，（2.1-3) 

式を援用して次のように考えられる。

. ( 離村する労働力人口）

AAi 'X.V/i ..(2.1-15)

また離村人口（Mパび）は （2.1-2)式を援用しヤ次 

のようと考えられる。

Mパびニれ乂 X
MA

(2.1-16)

こめ離村人口は，（2.1—1)式にフィ一ド，パックされ 

る。まfcM乂びは今のところ大部分が都市在来部門に 

流出すると考えて大過ないが，やがては工業への直接 

流出の比率が高まると考えて，その配分の因式を検时 

する必要がある。また，地主の農民抑取と土地収奪の 

オペレーションの本質的部分である（2.1-9)式のyt 

の設定のメカニズムの解明を急ぐ必要がある。

2 . 2 都市伝統部門のメカニズム

都市伝統部門は，従来の発展理論が無祝してきたた 

めに，その社会.経済構造ははとんど解明されていな 

い0 . ‘ . .

都市伝絲部門の第一の特徴は，農村部門からの流入 

者(前節のモデルのMau) と，その二世,三世から 

成っていることである◊ 彼# は，都市伝統ま業に就業 

する。それは，大部分がアジアの都市貧困に固有のサ 

レビス業である。

ととろで，発展段階初期の都市鼓困社会のサ一,ビス

1 2 4  {5 6 4 )
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業の生産性は，近代産業の財の生産を想定して構成さ 

れた生産の理論では扱えなL、o 近代的な財の生産と遠 

って，rサービスの消費という行為の中に体化された人 

的投資のM糖効染J のみがサービス生まの生;̂性上昇 

をもたらす。例えぱ，露店飲Ik店の生産性は，顔客の 

tas teが，をの社会の全般的な人的投資の累積効果に 

よって变イヒしない限り変イ匕しないやあろう。 '

都市伝統部門では, 人々は[賞 労 働 [自営業」， 

「家族労働J の兰つめ形態のいずれかで就業する0 これ 

らの形態の間での労働力配分を新古典派的な主体均ま 

理論で解釈する試みは多'̂ 、が，アジアの都市伝統部門 

ではどのような原理が鍵)いているかを断定するには， 

情報は少なすぎる。

ア、ジアの都市伝統部門では，就業機会は原則的に一 

曰限りのもので，長期の所得保証を意味しない。その 

すこめ, 就業機会にありついた者がその日の家I tを支え 

る。つまり，小尾理論によって有名なf家計核J は， 

日によって夫であり，妻であり，子供であり，時 は  

幼児でさえある。プジアの都市伝統部門では，「安全 

極大化J の原理が働いているようにみえる。安全極大 

化というのは，下の式でまわされる家計所得を極大化 

することだと言い換えてもよい。 ,

(世帯所得) ニ（世帯人員）

><(就業者1人当り所得）

人々が子供を沢山産むのは, との式の第1項を大き 

く' t ることによって安全最大化を目指すためである。

策者〔35〕の調査でも，. r子供ほ多い程安全だ」 とい 

う回答が非*常に多く得られた。また，農村部門で土 

地を失った人々が都市へ流入するのは, 上式の第2項 

(職にありつく者の比率）ゼ、、過密都市ほど高いからで 

ある。つまり都市貧困のホへ移住すること自体が安全 

最大化の手段とし't の意味を持つと考えられる。

都市伝統部門の労働市場に関しては，上記のような 

事柄をもっと詳しく解明していぐ必要がある。そのた 

めのフレームワークとして,次のようなモデルで全体 

を衷現しズおく。

(都ホ伝統部門人口）

P "  ニ Pu,-i (1 + びび）+  "̂ >̂1び （2.2-り 

都市伝統部門人口 (P i/ )は，前年人口（•Pび,-1) に 

増加時S(びび)を適用し,更に農村部門からの流入( Mパび) 

を加えて決定される。この式は人口学的方法を用いる 

ことによって巧女別, 別に緒傲化できる。

(労働力人口）

,Lび ニ'/*び X パび (2*2-2)

労働セ人口 は人口 ( P u ) の有業率0 ^び）

倍である。都市伝統部門の有業率は農村部門はど安定 

的ではない*i

(賞労働需要）

ム®«..,«；ニ j" (IV, t/u) (2.2-3)

都市伝統部門全体としての貧労働の需要（が"《,め)は, 

賃金率0めと最低生存費水準fcる-j人あたり所得（y«) 

の関数であると考えられる。 2/なの関数と考えられる 

のは，この部門の生まが大部分伝統的サービス産業で 

あり，その生産性が消費に体化された社会的教育投資 

の累積効果に依存しているという前述の理由によって 

いる。

(賃労働の供給）' .

びな,め ニ / («；, (2.2-4)

都市伝統部門の賞労働への労働供給は，賞金率 

とこの部門の総労働力人ロ (Lu) によって決定する 

と考えられる。但し，かの弾性値は非常に低く， ル 

サス均衡に近い状態が輝像されるゾ

(自営業労働ぺの供給）

が ニ  f  {Lu,iv, Lu) (2.2-5)

賞金労働の就業機会に就く者(な， が决まると， 

総労働力人ロ V^u) に応じて自営業を指向る者 

(L ^u ,s )が決まると考えられる。しかし，をのすベ 

てが自営業を始めることに成功するわけではない。主 

として零細ま営業が-売る財とサーピスに対する消費需 

耍に限界がある。ここではそのことを，自営業勞働の 

需要関数の形でとらえる。 '

{；自営業労働の需要)

ムの",S ニ Vu) (2.2-6).

Ill営業の拡大の可能性は，都市在来部門の最低所得 

(が《) の向上に依存してい'る。.同時にそれは，賃労働 

の機▲が多く存在するか否かによって影響を受けると 

考えられる。

(家族労働）

{Li (2.2-7)

家族従業者は，この部門の総労f動力人口（ム0 から 

賞 労 働 h 自営労働i U n ) 'を差弓Iいた残り.で 

ある。 .

(1 人あたり所得）

Lu,w X ^  +' Lu.s X i t
t/u (2.2-8)

人当り所得(Vti)は，貨労働者と営業就業者の 

所得を全入口ヤ分け合うこ'とによゥて算出できを。但-

- 125 (5 6 6 )  -一~■ .
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し，自営業の-*人当り所得が(8.2-8) のように賞金 

率と同じかどうかは調べてみなければわからな 

い6 私の調査は不充分だが，貧金ポよりも低いという 

例が割合多いように見受けられる0

お わ レに

以上が農村部門と都市伝統部|̂ の̂モデルである0 近 

代部門については，私は，以前に倚単なモデルを試作 

して, バンコク.トングリ地区についてこれを庚測し 

たが，与えられた紙数も尽きたので,ことでは再揭し 

ない。

前節までのモデルは，農村部門と都市伝統部門の労 

働市場の最も特徵的な側面だけをモデルの形で記述し 

ようとしたに過ぎない。改めて調查をしズ解明しなけ 

れぱならない事柄があまりに参い。

これらを解明しない限り，私達は，いつまでも西欧 

的発想の（あるいほ日本的発想の）社会観を援用した経 

済発展のモデルをアジアの社会に適用するという誤り 

を繰り返すことになるであろう。

< モデルの要!/^>

yt =  Yij(pA-LflfiA) - 

(1-9) Per Capita Income of Tenant Farm House­

hold (Case of Under-Subsistence-Minimum 

Assumption)

ニ YtKPA — L,l/AA)<y%.

(1-10) Farmers, Debt from Land Lord. (Tenant) 

D a  ■= (Pa 一  L/Iha) (jt . 一  y*) 

(1-11) Farmers, Debt from Land Lord

(Tenants and Owr-Caltivating Farmers)

Da ニ CPj -  h l f iA )  (,yt 一 タ5)
+. (y/ — ガ）

(1-12) Mortgaged Land

— f  + } - - {O/ — (L/

一 (LflftA) y*A) 一 { Y a  一 (Pa

- (LflfiA) -y%))y

(1-13) Land of Land Lord

Ai — Ai,-i + /I A 

(1-14) Land of Farmers

\ ,ん•ニ i l , , 一 1 + dA

(1-15) Emigrating Farmers

ル ニ ん  Va

(1-16) Emigrating Population

ルし1/•ニ れ Alf Â

(2-3)

Block 1 . (Rural Sector)

(!■-り Total Population of Rural Sector ,

ニ (1+a ^ )  一M a u

ひ~2) Labour Force in Rural Sector

La ニ Pa ♦ Ma

(レ3) Labour Force of Own-Cultivating 

Farmers

= • VA

(1-4) Agricultural Yield of Own-Cultivating 

Farmers

0/ =  Pf ^y \ (2-4)

ニ (^///^a) , v%

(]l-5) Agricultural Yield of Land Lord (2-5)

Oi ニ /  (ル u )

(1-6) Labour Force of Tenant Farmers 

Lt "  (JPa 一 Lfl/iA) •

(1-7) Income of Tenant Farmers

《ニ レー 7tl

(1-8) Per Capita Income of Tenant Farm (2-8) 

Household (Case of Subsistence-Minimum 

Assumption)

■■'■■■■■126 (5タ

Block 2. (Urban Traditional Sector)

(2-り Totお Population of Urban Traditional 

Sector

Pu = Pzif-i (1 + ocu) + Mai/

(2-2) Total Labour Force of Urban Traditional 

Sector

ニ Pu *

Demand for Labour (wage earner)

f  i^Ui ,

Supply of Labour (wage earner)

uw

(2-6)

(2 - 7)

Supply of Labour (self employed)

ニ/  (丄なW,ムw)

Demand for Labour (Type 2)

L^ut ニ /  (self employed)

Working Family

ニん一（ム

Per Capita Income of Urban Traditional 

Sector

yu ニ （ム ‘ び" +. Lffxi ♦ ̂ u) (Pii
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< 記 号 >

Pa • Population of Rural Sector 

Pu : Population of Urban Traditional Sector 

Mau : Net Migration from Rural to Urban 

J  La I Emigrating Farmers 

La 1 Labour Force in Rural Sector 

Lf : Labour Force of Own-Cultivating 

Farmers

Lt Labour Force of Tenant Farmers 

Lu : Labour Force in Urban Traditional Sector 

Luv} ' Labour Force in Urban Traditional 

Sector (wage earner)

Ltis : Labour Force in Urban Traditional
i ： •

Sector (self employed)

Luf : Labour Force in Urban Traditional Sector 

(Working Families)

Af : Acerage of Own-Farming Land 

Ai ： Acerage of Land-^Lord's Land 

A ： Mortgaged Land 

Oす. ：Agricultural Yield of Own-Farmers 

Oi : Agricultural Yield of Land-Lords 

n  t ： Revenue of Land-Lords 

Yt ： Income of Tenant Farmers 

«A * Rate of Population Ingrease in Rural 

Sector

«u : Rate of Population Increase in Urban 

Traditional Sector 

l̂ A : Rate of. Labour Force in Rural Population

flu : Rate of Labour Force in Urban-Tradi-
. . . .

tional Population 

Va t 'Labour-Land Coefficient

: Subsistence-'Minimum Level of Per Capita 

Income

yi : Pet* Capita Income of Tenant Farmers 

yu : Per Capita Income of Urban-Traditional 

Family

Da : Debt of Farmers ffom Land Lords 

tVu ： Wage Rate of Urban Traditional 

EJ^mployment 

r ; Rate of Interest of Land Lords
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